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第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

(1) 連結経営指標等 

  

(注) １ 売上高には、消費税等(消費税及び地方消費税をいう。以下同じ。)は含まれておりません。 

２ ※1は、１株当たり中間（当期）純損失が計上されており、また潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

３ ※2は、潜在株式が存在しないため、記載しておりません。 

  

回次 第54期中 第55期中 第56期中 第54期 第55期 

会計期間 

自 平成15年 
  ４月１日 
至 平成15年 
  ９月30日 

自 平成16年
  ４月１日 
至 平成16年 
  ９月30日 

自 平成17年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日 

自 平成15年 
  ４月１日 
至 平成16年 
  ３月31日 

自 平成16年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ３月31日 

売上高 百万円 19,634 17,479 18,017 43,348 39,829

経常利益又は 
経常損失(△) 

百万円 △329 288 515 716 1,463

中間(当期)純利益又は 
中間(当期)純損失(△) 

百万円 △372 1,456 114 △1,588 1,850

純資産額 百万円 19,272 19,466 20,166 18,483 20,030

総資産額 百万円 53,301 49,198 46,810 50,279 49,173

１株当たり純資産額 円 316.61 323.17 341.69 303.68 334.19

１株当たり中間(当期) 
純利益又は中間(当期) 
純損失(△) 

円 △6.12 24.00 1.92 △26.09 30.33

潜在株式調整後 
１株当たり中間 
(当期)純利益 

円 ※1 ― ※2 ― ※2 ― ※1 ― ※2 ―

自己資本比率 ％ 36.2 39.6 43.1 36.8 40.7

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

百万円 1,489 2,192 1,050 3,863 4,749

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

百万円 △817 △846 △977 △708 △1,474

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

百万円 △415 △1,714 △1,592 △1,611 △4,106

現金及び現金同等物 
の中間期末(期末)残高 

百万円 4,605 5,523 3,541 5,889 5,056

従業員数 
(外、平均臨時雇用者数) 

人 
1,788 
(348)

1,509
(391)

1,497
(441)

1,634 
(324)

1,470
(377)



(2) 提出会社の経営指標等 

  

(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

  

  

回次 第54期中 第55期中 第56期中 第54期 第55期 

会計期間 

自 平成15年 
  ４月１日 
至 平成15年 
  ９月30日 

自 平成16年
  ４月１日 
至 平成16年 
  ９月30日 

自 平成17年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日 

自 平成15年 
  ４月１日 
至 平成16年 
  ３月31日 

自 平成16年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ３月31日 

売上高 百万円 15,549 14,956 15,700 35,589 34,921

経常利益 百万円 120 183 430 1,341 1,254

中間(当期)純利益又は 
中間(当期)純損失(△) 

百万円 △100 35 47 △1,277 363

資本金 百万円 6,666 6,666 6,666 6,666 6,666

発行済株式総数 千株 61,588 61,588 61,588 61,588 61,588

純資産額 百万円 21,681 20,492 21,059 20,927 20,991

総資産額 百万円 51,810 48,026 45,514 50,165 48,001

１株当たり中間 
(当期)配当額 

円 ― ― 3.00 3.00 4.00

自己資本比率 ％ 41.8 42.7 46.3 41.7 43.7

従業員数 
(外、平均臨時雇用者数) 

人 
1,014 
(184)

928
(232)

923
(287)

1,004 
(172)

905
(225)



２ 【事業の内容】 

当中間連結会計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)が営む事業の内容について、重要な変更は

ありません。また、重要な関係会社に異動はありません。 

  

３ 【関係会社の状況】 

当中間連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

  

４ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社の状況 

平成17年９月30日現在 

(注) 従業員数は就業人員であり、臨時従業員数は［ ］内に年間の平均人員を外数で記載しております。 

  

(2) 提出会社の状況 

平成17年９月30日現在 

(注) 従業員数は就業人員であり、臨時従業員数は［ ］内に年間の平均人員を外数で記載しております。 

  

(3) 労働組合の状況 

労使関係については、特に記載すべき事項はありません。 

  

事業の種類別セグメントの名称 従業員数(人)

紙製品関連事業 1,015［271］ 

事務機器関連事業 379［ 72］ 

その他事業 37［ 92］ 

全社(共通) 66［  6］ 

合計 1,497［441］ 

従業員数(人) 923［287］ 



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当中間会計期間におけるわが国経済は、原油価格の高騰や原材料価格の値上がり等があったものの、企業収益

や個人消費は堅調に推移し、また雇用情勢、所得環境も改善の傾向にあり、景気は緩やかながらも回復基調で推

移いたしました。 

このような状況下にあって、当社企業グループは、「ふれあいコミュニケーション」と「環境に配慮した循環

型社会への貢献」をテーマとして、経営理念に基づき顧客志向に立脚した新製品の開発、品質とサービスの向上

を図りつつ収益の改善に取り組んでまいりました。 

  この結果、当中間会計期間の連結売上高は、事務機器関連事業の拡大により前年同期比３.１％増の１８０億１

７百万円となりました。 

  一方、利益面では、生産体制の見直しや海外調達比率の増加等を推進したことから、原価率が低下し、販売子

会社をはじめとする販売力の強化により、営業利益は３億４２百万円（前年同期比71.0%増）となり、経常利益は

営業外損益の改善により５億１５百万円（前年同期比78.9%増加）といずれも大幅増益となりました。 

 しかしながら、特別損失として、たな卸資産処分損１億２５百万円、固定資産処分損７７百万円、減損損失６

５百万円等を計上いたしました結果、税金等調整前中間純利益は１億９５百万円（前年同期比288.9%増）とな

り、中間純利益は法人税等調整額の影響により、１億１４百万円となりました。 

  

事業の種類別セグメントの業績を示すと、次のとおりであります。 

  

［紙製品関連事業］ 

受注生産を主体とする図書製本及び手帳の売上高は、前期における受注高の増加を消化し前年同期比2.4％増

の２２億９８百万円となりましたが、受注高は前年同期比５億８３百万円減少（前年同期比13.8％減）しまし

た。 

  アルバムは前期に上市した「アンパンマン」、「ムーミン」、「ポケモン」等キャラクター商品の売上の拡

大、消費者プレゼントである「うきうきキャンペーン」で拡販を図りましたが、デジカメの普及による消費者ニ

ーズの多様化により苦戦を強いられました。またＯＡ用紙、ビジネスフォームの拡販を図りましたが、総じて低

調に推移しました。この結果、アルバム等日用紙製品及びビジネスフォームの売上高は８７億７７百万円（前年

同期比3.1％減）となり、当事業の売上高は１１０億７５百万円（前年同期比2.0％減）となりました。 

利益面におきましては、営業経費の削減に努めましたものの、売上高の減少が響き、営業利益は５億８百万円

（前年同期比14.7％減）となりました。 

  

  



［事務機器関連事業］ 

個人情報保護関連として、シュレッダ等環境関連製品の売上が好調に推移し、「出張細断サービス」を主体と

するパピルスネットワークへの加入会員も前期末比９社増加して６１社に拡大しました。その結果、当事業の売

上高は６８億９８百万円（前年同期比12.6％増）となりました。 

利益面におきましては、原価率及び営業経費率の低下により営業利益は４億４５百万円（前年同期比172.7%

増）と大幅増益となりました。 

  

［その他事業］ 

連結子会社の日達物流㈱が営む貨物運送事業等で売上高が４２百万円（前年同期比15.2％減）となり、減収に

より営業利益は１７百万円（前年同期比4.9%減）となりました。 

  

(2) キャッシュ・フローの状況 

当中間連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は、次のとおりであります。 

(営業活動によるキャッシュ・フロー) 

税金等調整前中間純利益は１億９５百万円となりましたが、減価償却費５億７７百万円、売上債権の減少額２

５億８５百万円、たな卸資産の増加額１１億９２百万円、仕入債務の減少額１３億６１百万円等を調整した結

果、１０億５０百万円（前中間連結会計期間比52.1%減）となりました。 

(投資活動によるキャッシュ・フロー) 

有価証券の取得、有形固定資産の取得等により９億７７百万円の支出（前中間連結会計期間比15.5%増）となり

ました。 

(財務活動によるキャッシュ・フロー) 

長短借入金の返済による支出１０億６８百万円、配当金の支払２億３８百万円、自己株式買取による支出２億

７８百万円等により収支は１５億９２百万円の支出（前中間連結会計期間比7.1%減）となりました。 

  

    この結果、当中間連結会計期間末の現金及び現金同等物は前連結会計年度末より１５億１４百万円減少し、３５

億４１百万円となりました。 

  



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 生産実績 

当中間連結会計期間における生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 
  

(注) １ 金額は、販売価格によっております。 

２ 上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(2) 受注状況 

当中間連結会計期間における受注状況を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

なお、受注生産は紙製品関連事業のうち図書製本及び手帳部門のみで、他の紙製品関連事業(日用紙製品)及び事

務機器関連事業は見込み生産で、受注生産は僅少ですので記載を省略しました。 
  

(注) 上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(3) 販売実績 

当中間連結会計期間における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 
  

(注) １ 前中間連結会計期間及び当中間連結会計期間における相手先別の販売実績は、総販売実績に対する割合が100分の10未満

の相手先のみで、記載を省略しております。 

２ 上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

事業の種類別セグメントの名称 生産高(百万円) 前年同期比(％) 

紙製品関連事業 7.987 △0.2 

事務機器関連事業 2,249 51.0 

その他事業 ― ― 

合計 10,237 7.8 

事業の種類別セグメントの名称 受注高(百万円) 前年同期比(％) 受注残高(百万円) 前年同期比(％) 

紙製品関連事業 3,659 △13.8 1,990 △18.6 

事業の種類別セグメントの名称 販売高(百万円) 前年同期比(％) 

紙製品関連事業 11,075 △2.0 

事務機器関連事業 6,898 12.6 

その他事業 42 △15.2 

合計 18,017 3.1 



３ 【対処すべき課題】 

当中間連結会計期間において、当社グループ(当社及び当社の連結子会社)の事業上及び財務上の対処すべき課題に

ついて、重要な変更及び新たに生じた課題はありません。 

  

４ 【経営上の重要な契約等】 

当中間連結会計期間において、経営上の重要な契約等はありません。 

  

５ 【研究開発活動】 

当社グループは、独創的な製品の開発、生産技術の開発を主として積極的な活動を行っております。当中間連結会

計期間における研究開発費は８１百万円となりました。 

紙製品関連事業においての研究開発は、当社の生産技術部門で、子会社を含めた工場の生産技術に関する紙製品製

造設備の設計・製作を行い、省力化・合理化に寄与しております。過去、この部門は生産技術に係わる発想にて、現

在事務機器関連事業での取扱い製品である電動製本機（トジスター）を開発した実績を持っております。 

さらに、家内工業的であった図書館製本の生産ラインにおける機械化・省力化は他の同業企業の追随を許さないも

のとなっており、近年はＩＴ技術を駆使して電子図書館への対応も順調に推移しております。この紙製品関連事業に

おいて当中間連結会計期間の研究開発費は３０百万円となりました。 

事務機器関連事業は、主に生産子会社においてリサイクル関連のエコロジー商品の開発を行っており、様々なシュ

レッダを開発、製品化しております。最近では大型シュレッダを搭載した車「エコポリスバン」を製品化し、出張細

断サービスの事業を展開しております。また、シュレッダされた廃棄物を固形化し廃棄物の回収を容易にするような

製品を開発し、再生製品生産の工程をスムーズに進めることで、リサイクルに貢献しております。当事業に係る当中

間連結会計期間の研究開発費は５０百万円となりました。 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  



第３ 【設備の状況】 

１ 【主要な設備の状況】 

  

当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

２ 【設備の新設、除却等の計画】 

(1) 重要な設備計画の変更 

 前連結会計年度末に計画していた設備計画は、下記のとおり完了予定年月が変更となりました。 

  （注）金額には消費税等は含まれておりません。 

  

(2) 重要な設備計画の完了 

前連結会計年度末に計画していた設備計画のうち、当中間連結会計期間に完了したものはありません。 

  

(3) 重要な設備の新設等 

 当中間連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設等は次のとおりであります。 

（注）金額には消費税等は含まれておりません。 

  

(4) 重要な設備の除却等 

当中間連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の除却等はありません。 

  

  

  

  

  

会社名 所在地 
事業の種類 
別セグメン 
トの名称 

設備の 
内容 

投資予定額
（百万円） 資金調達

方法 
着手年月

完了予定 
年月 

完成後の
増加能力 

総額 既支払額

提出会社 
本社工場 

大阪府 
堺市 

紙製品
関連事業 

紙製品 
製造設備 

182 164 自己資金
平成17年
１月 

平成18年 
２月 

生産能力
10％増 

会社名 
事業所名 
(所在地) 

事業の種類 
別セグメン 
トの名称 

設備の 
内容 

投資予定額
（百万円） 資金調達

方法 
着手年月

完了予定 
年月 

完成後の
増加能力 

総額 既支払額

提出 
会社 

浅草橋ビル 
(東京都 
台東区) 

紙製品
関連事業 

オフィス 
ビル新設 

244 80 自己資金
平成17年
11月 

平成18年 
９月 

営業拠点
の拡充 



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

  

② 【発行済株式】 

  

  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

  

(3) 【発行済株式総数、資本金等の状況】 

  

  

種類 会社が発行する株式の総数(株) 

普通株式 198,490,000

計 198,490,000

種類 
中間会計期間末 
現在発行数(株) 
(平成17年9月30日) 

提出日現在
発行数(株) 

(平成17年12月20日)

上場証券取引所又は
登録証券業協会名 

内容 

普通株式 61,588,589 61,588,589

東京証券取引所
(市場第一部) 
大阪証券取引所 
(市場第一部) 

――― 

計 61,588,589 61,588,589 ――― ――― 

年月日 
発行済株式 
総数増減数 
(千株) 

発行済株式
総数残高 
(千株) 

資本金増減額
  

(百万円) 

資本金残高
  

(百万円) 

資本準備金 
増減額 
(百万円) 

資本準備金
残高 
(百万円) 

平成17年４月１日 
～ 

平成17年９月30日 
― 61,588 ― 6,666 ― 8,740



(4) 【大株主の状況】 
平成17年９月30日現在 

(注)１ 上記の株式数のうち、信託業務に係る株式数は、次のとおりであります。 

 日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社 659千株 

   ２ 上記のほか当社所有の自己株式  2,567千株（4.17％）があります。 

  

(5) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 
平成17年９月30日現在 

(注) 「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が22,000株(議決権22個)含まれております。 

  

② 【自己株式等】 
平成17年９月30日現在 

  

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株) 

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％) 

第一生命保険相互会社 東京都千代田区有楽町１―１３―１ 4,192  6.80 

株式会社りそな銀行 大阪市中央区備後町２―２―１ 2,959  4.80 

滝 本 安 克 大阪府堺市大美野９―５ 2,889  4.69 

株式会社みずほ銀行 東京都千代田区内幸町１―１―５ 2,169  3.52 

日本トラスティ・サービス信託
銀行株式会社 

東京都中央区晴海１─８─１１ 2,045  3.32 

中 林 代次郎 大阪府堺市大美野99―５ 1,694  2.75 

日本生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内１―６―６ 1,515  2.46 

中林興産株式会社 大阪府堺市大美野99―５ 1,392  2.26 

日本証券金融株式会社 東京都中央区日本橋茅場町１―２―１０   936  1.51 

住友生命保険相互会社 東京都中央区築地７―１８―２４   916  1.48 

計 ― 20,711 33.62 

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ― 

議決権制限株式(その他) ― ― ― 

完全議決権株式(自己株式等) 
(自己保有株式) 
普通株式 
2,567,000 

―
権利内容に何ら限定のない当社にお
ける標準となる株式 

完全議決権株式(その他) 
普通株式 
58,421,000 

58,421 同上

単元未満株式 
普通株式 

600,589 
― 同上

発行済株式総数 61,588,589 ― ― 

総株主の議決権 ― 58,421 ― 

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義
所有株式数 
(株) 

他人名義
所有株式数 
(株) 

所有株式数
の合計 
(株) 

発行済株式総数
に対する所有 
株式数の割合(％)

(自己保有株式) 
ナカバヤシ株式会社 

大阪市中央区北浜東１―20 2,567,000 ― 2,567,000 4.16 

計 ― 2,567,000 ― 2,567,000 4.16 



２ 【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

  

(注) 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部における市場相場を記載しております。 

  

３ 【役員の状況】 

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。 

  

月別 平成17年４月 平成17年５月 平成17年６月 平成17年７月 平成17年８月 平成17年９月

最高(円) 359 355 321 309 340 347 

最低(円) 315 296 298 282 283 314 



第５ 【経理の状況】 

１ 中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成11年大蔵省令第

24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。 

ただし、前中間連結会計期間(平成16年４月１日から平成16年９月30日まで)については、「財務諸表等の用語、

様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日 内閣府令第５号）附則第３項の

ただし書きにより、改正前の中間連結財務諸表規則に基づいて作成しております。 

  

(2) 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大蔵省令第38号。

以下「中間財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

ただし、前中間会計期間(平成16年４月１日から平成16年９月30日まで)については、「財務諸表等の用語、様式

及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日 内閣府令第５号）附則第３項のただ

し書きにより、改正前の中間財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間(平成16年４月１日から平成16年９月30日ま

で)及び当中間連結会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)の中間連結財務諸表並びに前中間会計期間

(平成16年４月１日から平成16年９月30日まで)及び当中間会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)の

中間財務諸表について、新日本監査法人により中間監査を受けております。 

  



１ 【中間連結財務諸表等】 

(1) 【中間連結財務諸表】 

① 【中間連結貸借対照表】 

  

    
前中間連結会計期間末 

(平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間末 

(平成17年９月30日) 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成17年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(資産の部)           

Ⅰ 流動資産           

１ 現金及び預金     5,473 3,641   5,196 

２ 受取手形及び 
  売掛金 

    8,340 7,874   10,533 

３ 有価証券     513 508   17 

４ たな卸資産     6,797 6,557   5,490 

５ 繰延税金資産     2,277 899   1,006 

６ その他     373 253   246 

７ 貸倒引当金     △58 △43   △73 

流動資産合計     23,717 48.2 19,691 42.1   22,417 45.6

Ⅱ 固定資産           

１ 有形固定資産 ※１         

(1) 建物及び 
  構築物 

※２   7,243 6,824   7,034 

(2) 機械装置 
  及び運搬具 

    3,047 2,850   2,912 

(3) 土地 ※２   9,804 9,866   9,804 

(4) 建設仮勘定     102 195   187 

(5) その他     260 234   252 

有形固定資産 
合計 

    20,458 (41.6) 19,970 (42.6)   20,192 (41.0)

２ 無形固定資産     174 (0.4) 126 (0.3)   139 (0.3)

３ 投資その他の 
  資産 

          

(1) 投資有価証券 ※２   4,208 5,513   4,524 

(2) 長期貸付金     375 222   419 

(3) 繰延税金資産     221 676   1,004 

(4) その他     401 1,025   854 

(5) 貸倒引当金     △366 △418   △384 

投資その他の 
資産合計 

    4,841 (9.8) 7,019 (15.0)   6,418 (13.1)

固定資産合計     25,473 51.8 27,116 57.9   26,750 54.4

Ⅲ 繰延資産           

１ 社債発行費     7 2   5 

繰延資産合計     7 0.0 2 0.0   5 0.0

資産合計     49,198 100.0 46,810 100.0   49,173 100.0

            



  

  

    
前中間連結会計期間末 

(平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間末 

(平成17年９月30日) 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成17年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(負債の部)           

Ⅰ 流動負債           

１ 支払手形及び 
  買掛金 

    6,948 7,076   8,438 

２ 短期借入金 ※２   3,580 3,800   3,976 

３ 一年内償還社債     1,000 ―   ― 

４ 未払法人税等     60 54   124 

５ 賞与引当金     489 653   530 

６ 未払金     963 889   993 

７ その他     655 662   708 

流動負債合計     13,698 27.8 13,136 28.0   14,771 30.0

Ⅱ 固定負債           

１ 社債     6,000 6,000   6,000 

２ 長期借入金 ※２   7,472 4,882   5,775 

３ 退職給付引当金     2,390 2,497   2,475 

４ その他     32 45   42 

固定負債合計     15,895 32.3 13,426 28.7   14,292 29.1

負債合計     29,593 60.1 26,562 56.7   29,064 59.1

            

(少数株主持分)           

少数株主持分     138 0.3 80 0.2   78 0.2

            

(資本の部)           

Ⅰ 資本金     6,666 13.5 6,666 14.2   6,666 13.5

Ⅱ 資本剰余金     8,740 17.8 8,740 18.7   8,740 17.8

Ⅲ 利益剰余金     3,422 7.0 3,670 7.8   3,815 7.7

Ⅳ その他有価証券 
  評価差額金 

    867 1.8 1,678 3.6   1,119 2.3

Ⅴ 自己株式     △229 △0.5 △589 △1.2   △311 △0.6

資本合計     19,466 39.6 20,166 43.1   20,030 40.7

負債、 
少数株主持分 
及び資本合計 

    49,198 100.0 46,810 100.0   49,173 100.0

            



② 【中間連結損益計算書】 

  

    
前中間連結会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 
百分比
(％) 

金額(百万円)
百分比
(％) 

金額(百万円) 
百分比
(％) 

Ⅰ 売上高     17,479 100.0 18,017 100.0   39,829 100.0

Ⅱ 売上原価     12,597 72.1 12,840 71.3   28,786 72.3

売上総利益     4,881 27.9 5,177 28.7   11,043 27.7

Ⅲ 販売費及び 
  一般管理費 

          

１ 荷造運賃   969   971 2,046   

２ 広告宣伝・ 
  販促費 

  267   276 581   

３ 給与及び手当   1,537   1,563 3,344   

４ 賞与引当金 
  繰入額 

  266   366 289   

５ 退職給付引当金 
  繰入額 

  124   109 259   

６ 旅費交通費   164   164 254   

７ 通信費   125   116 245   

８ 福利厚生費   267   283 515   

９ 賃借料   213   209 425   

10 減価償却費   200   185 398   

11 貸倒引当金 
  繰入額 

  3   1 8   

12 その他   540 4,681 26.7 586 4,835 26.8 1,185 9,553 24.0

営業利益     200 1.2 342 1.9   1,490 3.7

Ⅳ 営業外収益           

１ 受取利息   4   4 12   

２ 受取配当金   22   58 29   

３ 受取賃貸料   43   32 87   

４ 受取保険金   81   80 92   

５ 為替換算益   38   53 ―   

６ その他   55 246 1.4 95 324 1.8 117 340 0.9

            



  

  

    
前中間連結会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 
百分比
(％) 

金額(百万円)
百分比
(％) 

金額(百万円) 
百分比
(％) 

Ⅴ 営業外費用           

１ 支払利息   124   108 240   

２ その他   34 158 0.9 43 151 0.8 126 366 0.9

経常利益     288 1.7 515 2.9   1,463 3.7

Ⅵ 特別利益           

１ 固定資産売却益 ※１ 4   0 4   

２ 投資有価証券 
  売却益 

  3   3 64   

 ３ その他   0 8 0.0 5 9 0.0 0 69 0.1

Ⅶ 特別損失           

１ たな卸資産 
  処分損 

  165   125 349   

２ 固定資産処分損 ※２ 9   77 35   

３ 投資有価証券 
  売却損 

  2   0 2   

４ 投資有価証券 
  評価損 

  4   0 13   

５ 貸倒引当金 
  繰入額 

  30   19 127   

６ 解散に伴う資産 
等譲渡損 

  31   ― 31   

７ 減損損失 ※３ ―   65 ―   

８ 役員退職金   ―   41 102   

９ その他   2 245 1.4 ― 328 1.8 57 720 1.8

税金等調整前中 
間(当期)純利益 

    50 0.3 195 1.1   813 2.0

法人税、住民税 
及び事業税 

  49   33 152   

法人税等調整額   △1,462 △1,412 △8.1 45 78 0.5 △1,150 △997 △2.5

少数株主利益     6 0.1 2 0.0   △39 0.1

中間(当期) 
純利益 

    1,456 8.3 114 0.6   1,850 4.6

            



③ 【中間連結剰余金計算書】 

  

  

  
前中間連結会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度の 
連結剰余金計算書 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日)

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円) 

(資本剰余金の部)     

Ⅰ 資本剰余金期首残高   8,740 8,740   8,740

Ⅱ 資本剰余金増加高     

 １ 自己株式処分差益 0 0 0 0 0 0

Ⅲ 資本剰余金中間期末 
  (期末)残高 

  8,740 8,740   8,740

      

(利益剰余金の部)     

Ⅰ 利益剰余金期首残高   2,148 3,815   2,148

Ⅱ 利益剰余金増加高     

１ 中間(当期)純利益 1,456 1,456 114 114 1,850 1,850

Ⅲ 利益剰余金減少高     

１ 配当金 182 239 182 

２ 役員賞与 ― 182 20 259 ― 182

Ⅳ 利益剰余金中間期末 
  (期末)残高 

  3,422 3,670   3,815

      



④ 【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

  

   
前中間連結会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度の要約
連結キャッシュ・ 
フロー計算書 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日)

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円) 

Ⅰ 営業活動による 
  キャッシュ・フロー 

  

税金等調整前中間(当期) 
純利益 

 50 195 813

減価償却費  618 577 1,257
減損損失  ― 65 ―
連結調整勘定償却額  21 8 42
貸倒引当金の増減額  79 4 112
賞与引当金の増減額  △1 123 38
退職給付引当金の増減額  △27 22 57
受取利息及び受取配当金  △27 △62 △42
支払利息  124 108 240
有価証券売却損益等  △8 △15 △24
投資有価証券売却損益等  △1 △2 △18
投資有価証券評価損  4 0 13
たな卸資産処分損  165 125 349
有形固定資産の処分損益等  4 76 61
解散に伴う資産譲渡損  31 ― 31
売上債権の増減額  2,704 2,585 511
たな卸資産の増減額  △720 △1,192 402
仕入債務の増減額  △223 △1,361 1,265
未払消費税等の増減額  △16 10 △74
役員賞与の支払額  ― △11 ―
子会社整理益  ― △5 ―
その他  △415 15 147
小計  2,361 1,265 5,183
利息及び配当金の受取額  27 62 42
利息の支払額  △127 △110 △245
役員退職金の支払額  ― △41 △102
法人税等の支払額  △69 △125 △128
営業活動による 
キャッシュ・フロー 

 2,192 1,050 4,749



  

  
  

    
前中間連結会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度の要約
連結キャッシュ・ 
フロー計算書 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日)

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円) 

Ⅱ 投資活動による 
  キャッシュ・フロー 

  

定期預金の預入による支出  ― △30 △70
定期預金の払戻による収入  ― 70 80
有価証券の売買による収支 
（純額） 

 △289 △484 27

有形固定資産の取得 
による支出 

 △301 △443 △840

有形固定資産の売却 
による収入 

 11 31 65

無形固定資産の取得 
による支出 

 △11 △9 △13

投資有価証券の取得 
による支出 

 △146 △159 △236

投資有価証券の売却 
による収入 

 12 122 218

子会社株式取得による支出  － ― △15
短期貸付による純増減額  △60 △28 △116
長期貸付による支出  △80 △81 △154
長期貸付金の回収 
による収入 

 3 14 33

子会社整理による収入  ― 14 ―
その他  16 6 △451
投資活動による 
キャッシュ・フロー 

 △846 △977 △1,474

Ⅲ 財務活動による 
  キャッシュ・フロー 

  

短期借入による純増減額  △235 △20 △365
社債の償還による支出  ― ― △1,000

長期借入金の返済 
による支出 

 △1,173 △1,048 △2,345

配当金の支払額  △181 △238 △181
自己株式取得による支出  △115 △278 △197
その他  △8 △6 △16

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

 △1,714 △1,592 △4,106

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る 
  換算差額 

 1 4 △1

Ⅴ 現金及び現金同等物の増減額  △366 △1,514 △833

Ⅵ 現金及び現金同等物の 
  期首残高 

 5,889 5,056 5,889

Ⅶ 現金及び現金同等物の 
  中間期末(期末)残高 

 5,523 3,541 5,056

    



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

項目 
前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

１ 連結の範囲に関す

る事項   連結子会社名は、関宮

ナカバシ㈱、平田ナカバ

ヤシ㈱、出雲ナカバヤシ

㈱、松江ナカバヤシ㈱、

ロアス㈱、日達物流㈱、

フエル販売㈱、ナコル㈱

(旧社名エヌ・シー・エ

ル㈱)です。 

  なお、ナコル㈱につい

ては、当中間連結会計期

間に清算を完了しており

ますが、清算時までの損

益計算書については連結

しております。 

(1) 連結子会社の数 8社

  連結子会社名は、関宮

ナカバシ㈱、平田ナカバ

ヤシ㈱、出雲ナカバヤシ

㈱、松江ナカバヤシ㈱、

ロアス㈱、日達物流㈱、

フエル販売㈱です。 

  

(1) 連結子会社の数 7社

  連結子会社名は、関宮

ナカバシ㈱、平田ナカバ

ヤシ㈱、出雲ナカバヤシ

㈱、松江ナカバヤシ㈱、

ロアス㈱、日達物流㈱、

フエル販売㈱、ナコル㈱

です。 

  なお、ナコル㈱につい

ては、当連結会計年度に

清算を結了しております

が、清算時までの損益計

算書については連結して

おります。 

(1) 連結子会社の数 8社

        

  (2) 非連結子会社の数 

４社 

非連結子会社は、ネオ

ワークス㈱、東日本商事

㈱、大阪フエルフォート

㈱、㈱三洋商会でありま

す。 

(2) 非連結子会社の数 

４社 

非連結子会社は、ネオ

ワークス㈱、東日本商事

㈱、㈱三洋商会、寧波仲

林文化用品有限公司であ

ります。 

なお、大阪フエルフォ

ート㈱は平成17年7月12

日付をもって解散し、平

成17年9月20日に清算結

了しております。 

(2) 非連結子会社の数 

５社 

非連結子会社は、ネオ

ワークス㈱、東日本商事

㈱、大阪フエルフォート

㈱、㈱三洋商会、寧波仲

林文化用品有限公司であ

ります。 

        

  (3) 非連結子会社について

の連結の範囲から除い

た理由 

  上記非連結子会社の総

資産、売上高、中間純損

益及び利益剰余金等はい

ずれも小規模であり、全

体としても中間連結財務

諸表に重要な影響を及ぼ

しておりません。 

(3) 非連結子会社について

の連結の範囲から除い

た理由 

  左に同じ 

(3) 非連結子会社について

の連結の範囲から除い

た理由 

  上記非連結子会社の総

資産、売上高、当期純損

益及び利益剰余金等はい

ずれも小規模であり、全

体としても連結財務諸表

に重要な影響を及ぼして

おりません。 



  

項目 
前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

２ 持分法の適用に関

する事項 

 非連結子会社及び関連会

社については、中間純損益

及び利益剰余金等に及ぼす

影響が軽微であり且つ、全

体としても重要性がないた

め、これらの会社に対する

投資勘定については持分法

を適用せず原価法により評

価しております。 

 非連結子会社は、ネオワ

ークス㈱他３社で関連会社

はアケボノ・エヌ・シー・

エル㈱他４社であります。 

 非連結子会社及び関連会

社については、中間純損益

及び利益剰余金等に及ぼす

影響が軽微であり且つ、全

体としても重要性がないた

め、これらの会社に対する

投資勘定については持分法

を適用せず原価法により評

価しております。 

 非連結子会社は、ネオワ

ークス㈱他３社で関連会社

はアケボノ・エヌ・シー・

エル㈱他１社であります。 

 非連結子会社及び関連会

社については、当期純損益

及び利益剰余金等に及ぼす

影響が軽微であり且つ、全

体としても重要性がないた

め、これらの会社に対する

投資勘定については持分法

を適用せず原価法により評

価しております。 

 非連結子会社は、ネオワ

ークス㈱他４社で関連会社

はアケボノ・エヌ・シー・

エル㈱他４社であります。 

３ 連結子会社の(中

間)決算日等に関す

る事項 

 連結子会社の中間決算日

は中間連結決算日と同一で

あります。 

 左に同じ  連結子会社の事業年度は

連結決算日と同一でありま

す。 

４ 会計処理基準に関

する事項 

(1) 重要な資産の評価基準

及び評価方法 

 ① 有価証券 

  ・その他有価証券 

    時価のあるもの 

     中間期末日の市

場価格等に基づ

く時価法(評価

差額は全部資本

直入法により処

理し、売却原価

は移動平均法に

より算定) 

(1) 重要な資産の評価基準

及び評価方法 

 ① 有価証券 

   左に同じ 

(1) 重要な資産の評価基準

及び評価方法 

 ① 有価証券 

  ・その他有価証券 

    時価のあるもの 

     期末日の市場価

格等に基づく時

価法(評価差額

は全部資本直入

法により処理

し、売却原価は

移動平均法によ

り算定) 

      時価のないもの 

     移動平均法によ

る原価法 

      時価のないもの 

     移動平均法によ

る原価法 

   ② デリバティブ 

   時価法によっており

ます。 

 ② デリバティブ 

   左に同じ 

 ② デリバティブ 

   左に同じ 

   ③ たな卸資産 

   先入先出法による原

価法によっておりま

す。 

 ③ たな卸資産 

   左に同じ 

 ③ たな卸資産 

   左に同じ 



  

項目 
前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

４ 会計処理基準に関

する事項 

(2) 重要な減価償却資産の

減価償却の方法 

 ① 有形固定資産 

   定率法を採用してお

ります。ただし、平成

10年４月１日以降に取

得した建物(附属設備

を除く)については定

額法を採用しておりま

す。 

   なお、主な耐用年数

は以下の通りでありま

す。 

建物及び構築物 

７年～50年 

機械装置 

４年～17年 

   また、取得金額が10

万円から20万円未満の

資産については、３年

間で均等償却する方法

を採用しております。 

(2) 重要な減価償却資産の

減価償却の方法 

 ① 有形固定資産 

   左に同じ 

(2) 重要な減価償却資産の

減価償却の方法 

 ① 有形固定資産 

   左に同じ 

   ② 無形固定資産 

   定額法を採用してお

ります。 

   ただし、市場販売目

的のソフトウェアは販

売可能な見込有効期間

(３年以内)に基づく定

額法、自社利用のソフ

トウェアについては、

社内における利用可能

期間(５年間)に基づく

定額法を採用しており

ます。 

 ② 無形固定資産 

   左に同じ 

 ② 無形固定資産 

   左に同じ 

        

  (3) 重要な繰延資産の処理

方法 

  社債発行費 

   商法施行規則の規定

に基づき３年間により

均等額を償却しており

ます。 

(3) 重要な繰延資産の処理

方法 

  社債発行費 

   左に同じ 

(3) 重要な繰延資産の処理

方法 

  社債発行費 

   左に同じ 



  

項目 
前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

４ 会計処理基準に関

する事項 

(4) 重要な引当金の計上基

準 

 ① 貸倒引当金 

   債権の貸倒れによる

損失に備えるため、一

般債権については、貸

倒実績率により、貸倒

懸念債権等特定の債権

については、個別に債

権の回収可能性を検討

し回収不能見込額を計

上しております。 

(4) 重要な引当金の計上基

準 

 ① 貸倒引当金 

   左に同じ 

(4) 重要な引当金の計上基

準 

 ① 貸倒引当金 

   左に同じ 

   ② 賞与引当金 

   従業員に対して支給

する賞与の支出に充る

ため、将来の支給見込

額に基づき計上してお

ります。 

 ② 賞与引当金 

   左に同じ 

 ② 賞与引当金 

   左に同じ 

   ③ 退職給付引当金 

   従業員の退職給付に

備えるため、当連結会

計年度末における退職

給付債務及び年金資産

の見込額に基づき、当

中間連結会計期間末に

おいて発生していると

認められる額を計上し

ております。 

   なお、会計基準変更

時差異(2,200百万円)

については、15年によ

る按分額を費用処理し

ております。 

   数理計算上の差異

は、その発生時の従業

員の平均残存勤務期間

以内の一定の年数12年

による定額法により翌

会計年度から費用処理

することとしておりま

す。 

   過去勤務債務は、そ

の発生時の従業員の平

均残存勤務期間以内の

一定の年数５年による

定額法により費用処理

しております。 

 ③ 退職給付引当金 

   従業員の退職給付に

備えるため、当連結会

計年度末における退職

給付債務及び年金資産

の見込額に基づき、当

中間連結会計期間末に

おいて発生していると

認められる額を計上し

ております。 

   なお、会計基準変更

時差異(2,200百万円)

については、15年によ

る按分額を費用処理し

ております。 

   数理計算上の差異

は、その発生時の従業

員の平均残存勤務期間

以内の一定の年数10年

による定額法により翌

会計年度から費用処理

することとしておりま

す。 

   過去勤務債務は、そ

の発生時の従業員の平

均残存勤務期間以内の

一定の年数５年による

定額法により費用処理

しております。 

 ③ 退職給付引当金 

   従業員の退職給付に

備えるため、当連結会

計年度末における退職

給付債務及び年金資産

の見込額に基づき、当

連結会計年度末におい

て発生していると認め

られる額を計上してお

ります。 

   なお、会計基準変更

時差異(2,200百万円)

については、15年によ

る按分額を費用処理し

ております。 

   数理計算上の差異

は、その発生時の従業

員の平均残存勤務期間

以内の一定の年数10年

による定額法により翌

会計年度から費用処理

することとしておりま

す。 

   過去勤務債務は、そ

の発生時の従業員の平

均残存勤務期間以内の

一定の年数５年による

定額法により費用処理

しております。 



  

項目 
前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

４ 会計処理基準に関

する事項 

(5) 重要なリース取引の処

理方法 

  リース物件の所有権が

借主に移転すると認めら

れるもの以外のファイナ

ンス・リース取引につい

ては、通常の賃貸借取引

に係る方法に準じた会計

処理によっております。 

(5) 重要なリース取引の処

理方法 

  左に同じ 

(5) 重要なリース取引の処

理方法 

  左に同じ 

        

  (6) 重要なヘッジ会計の方

法 

 ① ヘッジ会計の方法 

   繰延ヘッジ処理によ

っております。 

   なお、為替予約及び

通貨スワップについて

は、振当処理の要件を

満たしている場合には

振当処理に、金利スワ

ップについては、特例

処理の要件を満たして

いる場合には特例処理

によっております。 

(6) 重要なヘッジ会計の方

法 

 ① ヘッジ会計の方法 

   左に同じ 

(6) 重要なヘッジ会計の方

法 

 ① ヘッジ会計の方法 

   左に同じ 

   ② ヘッジ手段とヘッジ

対象 

  ａ ヘッジ手段…為替

予約 

    ヘッジ対象…製品

輸出による外貨

建売上債権並び

に原材料・製品

輸入による外貨

建買入債務及び

外貨建予定取引 

  ｂ ヘッジ手段…金利

スワップ 

    ヘッジ対象…借入

金 

  ｃ ヘッジ手段…通貨

スワップ 

    ヘッジ対象…製品

輸入による外貨

建買入債務及び

外貨建予定取引 

 ② ヘッジ手段とヘッジ

対象 

   左に同じ 

 ② ヘッジ手段とヘッジ

対象 

   左に同じ 



  

  

項目 
前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

４ 会計処理基準に関

する事項 

 ③ ヘッジ方針 

   外貨建債権債務及び

借入金に係る為替変動

リスク及び金利変動リ

スクをヘッジする目的

で、社内規定に基づ

き、デリバティブ取引

を利用しております。

原則として実需に基づ

くものを対象として利

用しており、投機目的

のデリバティブ取引は

行っておりません。 

 ③ ヘッジ方針 

   左に同じ 

 ③ ヘッジ方針 

   左に同じ 

   ④ ヘッジの有効性評価

の方法 

   ヘッジ対象のキャッ

シュ・フロー変動の累

計又は相場変動の累計

とヘッジ手段のキャッ

シュ・フローの変動の

累計とを比較し、両者

の変動額等を基礎とし

てヘッジの有効性を評

価しております。但

し、振当処理の要件を

満たしている為替予

約、通貨スワップと特

例処理の要件を満たし

ている金利スワップに

ついては、有効性の判

定を省略しておりま

す。 

 ④ ヘッジの有効性評価

の方法 

   左に同じ 

 ④ ヘッジの有効性評価

の方法 

   左に同じ 

        

  (7) その他中間連結財務諸

表作成のための重要な

事項 

  消費税等の会計処理 

  税抜方式によっており

ます。 

(7) その他中間連結財務諸

表作成のための重要な

事項 

  消費税等の会計処理 

  左に同じ 

(7) その他連結財務諸表作

成のための重要な事項 

  

  消費税等の会計処理 

  左に同じ 

５ 中間連結キャッシ

ュ・フロー計算書

(連結キャッシュ・

フロー計算書)にお

ける資金の範囲 

 手許現金、随時引き出し

可能な預金及び容易に換金

可能であり、かつ、価値の

変動について僅少なリスク

しか負わない取得日から３

ヶ月以内に償還期限の到来

する短期投資であります。 

 左に同じ  左に同じ 



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

  

(表示方法の変更) 

  

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

  

――――― 

（固定資産の減損に係る会計基準） 

 当中間連結会計期間から「固定資

産の減損に係る会計基準」（「固定

資産の減損に係る会計基準の設定に

関する意見書」（企業会計審議会

平成14年８月９日））及び「固定資

産の減損に係る会計基準の適用指

針」（企業会計基準委員会 平成15

年10月31日 企業会計基準適用指針

第６号）を適用しております。 

 これにより税金等調整前中間純利

益が６５百万円減少しております。 

 なお、減損損失累計額について

は、改正後の中間連結財務諸表規則

に基づき当該各資産の金額から直接

控除しております。 

 また、これによるセグメント情報

に対する影響は軽微であります。 

  

――――― 

前中間連結会計期間 

(自 平成16年４月１日至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間 

(自 平成17年４月１日至 平成17年９月30日) 

（中間連結キャッシュ・フロー計算書） 

投資活動によるキャッシュ・フローの「有価証券の取

得による支出」及び「有価証券の売却による収入」は、

短期かつ回転の速い売買が主となっておりますので、純

額表示に変更しております。 

（中間連結損益計算書） 

 前中間連結会計期間において特別損失の「その他」に 

含めて表示しておりました「役員退職金」は、特別損失

の総額の10/100を超えることとなったため、当中間連結

会計期間より区分掲記しております。 

 なお、前中間連結会計期間の「役員退職金」は２百万

円であります。 

  

（中間連結キャッシュ・フロー計算書） 

 営業活動によるキャッシュ・フローの「役員退職金の

支払額」は、金額的重要性が増したため、当中間連結会

計期間より区分掲記しております。 

 なお、前中間連結会計期間の「役員退職金の支払額」

は２百万円であります。 



注記事項 

(中間連結貸借対照表関係) 

  

  

前中間連結会計期間末 
(平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間末
(平成17年９月30日) 

前連結会計年度末 
(平成17年３月31日) 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額 

30,435百万円 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額 

30,137百万円 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額 

30,466百万円 

※２ 担保資産 

    長期借入金(１年内返済分

を含む)1,772百万円及び短期

借入金300百万円の担保に供

しているものは、次のとおり

であります。 

※２ 担保資産 

    長期借入金(１年内返済分

を含む)1,750百万円及び短期

借入金100百万円の担保に供

しているものは、次のとおり

であります。 

※２ 担保資産 

    長期借入金(１年内返済分

を含む)1,886百万円の担保に

供しているものは、次のとお

りであります。 

   

建物 804百万円 

土地 977百万円 

投資有価証券 1,766百万円 

計 3,548百万円 

   

建物 740百万円 

土地 977百万円 

投資有価証券 2,612百万円 

計 4,331百万円 

   

建物 762百万円 

土地 977百万円 

投資有価証券 1,996百万円 

計 3,737百万円 

 ３ 保証債務 

    従業員の住宅資金等の銀行

からの借入金13百万円に対し

ての債務を保証しておりま

す。 

 ３ 保証債務 

    従業員の住宅資金等の銀行

からの借入金10百万円に対し

ての債務を保証しておりま

す。 

 ３ 保証債務 

    従業員の住宅資金等の銀行

からの借入金13百万円に対し

ての債務を保証しておりま

す。 



(中間連結損益計算書関係) 

  

  

(中間連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

  

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

※１ 固定資産売却益の内訳は、機

械装置及び運搬具です。 

※１ 固定資産売却益の内訳は、機

械装置及び運搬具です。 

※１ 固定資産売却益の内訳は、機

械装置及び運搬具です。 

※２ 固定資産処分損の内訳は、建

物及び構築物4百万円と機械

装置及び運搬具です。 

※２ 固定資産処分損の内訳は、建

物及び構築物12百万円と機械

装置及び運搬具です。 

※２ 固定資産処分損の内訳は、機

械装置及び運搬具です。 

※３ ――――― 

  

  

※３ 減損損失
 当社グループは当中間連結会計期
間において、以下の資産または資産
グループについて減損損失を計上い
たしました。 

当社グループは原則として、管理
会計上の区分であるカンパニー単位
ごとにグルーピングしております。
また、遊休資産については、上記グ
ループから区別したうえで個別物件
ごとにグルーピングしております。 
 収益性が低下している海外カンパ
ニーの事業用資産と使用見込みがな
くなった遊休資産について、帳簿価
額を回収可能価額まで減額し、当該
減少額を減損損失として特別損失に
計上しております。 
 なお、当資産グループの回収可能 
価額は正味売却価額により測定して 
おり、ゼロ評価としております。 

場所 用途 種類 金額

東京都 
  
  
大阪府 
他 

事業用資
産 
  
遊休資産

リース資
産 
機械他 
建設仮勘
定 
投資工具 
器具備品 

4百万円
 

3百万円
50百万円

 
7百万円

 

 ※３ ――――― 

  

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

現金及び現金同等物の中間期末残高

と中間連結貸借対照表に掲記されて

いる科目の金額との関係 

現金及び預金勘定 5,473百万円

預入期間が３ヶ月 
を超える定期預金
他 

49百万円

現金及び 
現金同等物 

5,523百万円

現金及び現金同等物の中間期末残高

と中間連結貸借対照表に掲記されて

いる科目の金額との関係 

  

現金及び預金勘定 3,641百万円

預入期間が３ヶ月
を超える定期預金 

△100百万円

現金及び 
現金同等物 

3,541百万円

現金及び現金同等物の期末残高と連

結貸借対照表に掲記されている科目

の金額との関係 

  

現金及び預金勘定 5,196百万円

預入期間が３ヶ月 
を超える定期預金 

△140百万円

現金及び
現金同等物 

5,056百万円



(リース取引関係) 

  

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引 

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引 

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引 

１ リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額 

１ リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額、減損損

失累計額相当額及び中間期末残

高相当額 

１ リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び期末

残高相当額 

  

  
取得価額 
相当額 
(百万円) 

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円) 

中間期末
残高 
相当額 
(百万円)

機械装 
置及び 
運搬具 

387 99 287

有形固 
定資産 
(その他) 

1,124 682 442

無形固 
定資産 
(その他) 

144 37 106

合計 1,656 819 836

  

  
取得価額

相当額 
(百万円)

減価償却

累計額 
相当額 
(百万円)

減損損失

累計額 
相当額 
(百万円)

中間期末

残高 
相当額 
(百万円)

機械装 
置及び 
運搬具 

387 138 ― 248

有形固 
定資産 
(その他) 

880 521 ― 359

無形固 
定資産 
(その他) 

229 78 4 146

合計 1,497 737 4 755

  

取得価額
相当額 
(百万円)

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円) 

期末 
残高 
相当額 
(百万円) 

機械装置
及び 
運搬具 

387 119 268 

有形固
定資産 
(その他)

1,166 788 378 

無形固
定資産 
(その他)

202 55 147 

合計 1,756 962 793 

(注) 取得価額相当額は、未経過リ

ース料中間期末残高が有形固定

資産の中間期末残高等に占める

割合が低いため、支払利子込み

法により算定しております。 

(注) 左に同じ (注) 取得価額相当額は、未経過リ

ース料期末残高が有形固定資産

の期末残高等に占める割合が低

いため、支払利子込み法により

算定しております。 

２ 未経過リース料中間期末残高相

当額 

１年内 257百万円

１年超 578百万円

合計 836百万円

２ 未経過リース料中間期末残高相

当額及びリース資産減損勘定中

間期末残高 

未経過リース料中間期末残高相当額 

リース資産減損勘定中間期末残高  

3百万円 

１年内 242百万円

１年超 516百万円

合計 758百万円

２ 未経過リース料期末残高相当額 

  

１年内 246百万円

１年超 547百万円

合計 793百万円

(注) 未経過リース料中間期末残高

相当額は、未経過リース料中間

期末残高が有形固定資産の中間

期末残高等に占める割合が低い

ため、支払利子込み法により算

定しております。 

(注) 左に同じ (注) 未経過リース料期末残高相当

額は、未経過リース料期末残高

が有形固定資産の期末残高等に

占める割合が低いため、支払利

子込み法により算定しておりま

す。 

３ 支払リース料及び減価償却費相

当額 

(1) 支払リース料 162百万円

(2) 減価償却費 

  相当額 
162百万円

３ 支払リース料、リース資産減損

勘定の取崩額、減価償却費相当

額及び減損損失 

(1) 支払リース料 143百万円

(2) リース資産 

減損勘定の 

取崩額 

0百万円

(3) 減価償却費 

  相当額 
143百万円

(4) 減損損失 4百万円

３ 支払リース料及び減価償却費相

当額 

(1) 支払リース料 305百万円

(2) 減価償却費 

  相当額 
305百万円

４ 減価償却費相当額の算定方法 

  リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法によっ

ております。 

４ 減価償却費相当額の算定方法 

  左に同じ 

４ 減価償却費相当額の算定方法 

  左に同じ 



(有価証券関係) 

１ 満期保有目的の債券で時価のあるもの 

該当事項ありません。 

  

２ その他有価証券で時価のあるもの 

  

(注) 取得原価は減損処理後の金額であり、各連結会計期間（年度）末の減損処理額は下記のとおりであります。 

前中間連結会計期間末  ―百万円 当中間連結会計期間末  ―百万円 前連結会計年度末  ―百万円 

  

３ 時価評価されていない主な有価証券 

  

(デリバティブ取引関係) 

  

(注) 時価は、取引先金融機関等から提示された価格等に基づき算定しております。 

ヘッジ会計を適用しているデリバティブ取引は除いております。 

  

前中間連結会計期間末 
(平成16年9月30日) 

当中間連結会計期間末
(平成17年9月30日) 

前連結会計年度末 
(平成17年3月31日) 

取得原価 
(百万円) 

中間連結 
貸借対照表 
計上額 
(百万円) 

差額 
(百万円) 

取得原価
(百万円) 

中間連結
貸借対照表
計上額 
(百万円) 

差額
(百万円) 

取得原価
(百万円) 

連結 
貸借対照表 
計上額 
(百万円) 

差額 
(百万円) 

(1) 株式 1,318 2,765 1,447 1,359 4,150 2,791 1,301 3,168 1,867

(2) 債券         

① 国債・地方債等 ― ― ― 100 98 △1 ― ― ―

② 社債 18 24 6 6 9 3 18 24 6

③ その他 595 598 2 200 199 △0 ― ― ―

(3) その他 156 169 13 156 208 52 256 280 23

合計 2,088 3,558 1,469 1,821 4,668 2,846 1,576 3,473 1,897

  
前中間連結会計期間末
(平成16年9月30日) 

当中間連結会計期間末
(平成17年9月30日) 

前連結会計年度末 
(平成17年3月31日) 

  
中間連結貸借対照表
計上額(百万円) 

中間連結貸借対照表
計上額(百万円) 

連結貸借対照表計上額
(百万円) 

その他有価証券  

非上場株式(店頭売買株式を除く) 1,036 1,000 1,001

その他(非公募の内国債券) 36 329 29

合計 1,072 1,330 1,031

区分 種類 

前中間連結会計期間末 
(平成16年９月30日現在) 

当中間連結会計期間末
(平成17年９月30日現在) 

前連結会計年度末 
(平成17年３月31日現在) 

契約 
金額等 
(千円) 

時価 
(千円) 

評価損益
(千円) 

契約
金額等 
(千円) 

時価
(千円) 

評価損益
(千円) 

契約
金額等 
(千円) 

時価 
(千円) 

評価損益
(千円) 

市場取引 
以外の取引 
  

(通貨関連) 
クーポンスワ
ップ取引 
  
(通貨関連) 
クーポンスワ
ップ取引 

469 
  
  
  
539 

△4 
  
  
  

△14 

△4
 
 
 

△14

409
 
 
 
479

△0
 
 
 
△9
 

△0
 
 
 
△9
 

454
 
 
 
434

△29 
  
  
  

△43 

△29
 
 
 

△43

合計 1,008 △18 △18 889 △9 △9 889 △72 △72



(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

前中間連結会計期間(自平成16年４月１日 至平成16年９月30日) 

  

  

当中間連結会計期間(自平成17年４月１日 至平成17年９月30日) 

  

  

前連結会計年度(自平成16年４月１日 至平成17年３月31日) 

  

(注) １ 事業区分は、内部管理上採用している区分によっております。 

２ 各事業の主な製品 

  
紙製品 
関連事業 
(百万円) 

事務機器
関連事業 
(百万円) 

その他事業
(百万円) 

計
(百万円) 

消去又は 
全社 
(百万円) 

連結 
(百万円) 

Ⅰ 売上高     

(1) 外部顧客に対する 
  売上高 

11,303 6,124 50 17,479 ( ― ) 17,479

(2) セグメント間の 
  内部売上高又は振替高 

11 80 809 901 ( 901) ―

計 11,314 6,205 860 18,380 ( 901) 17,479

営業費用 10,718 6,041 841 17,602 ( 322) 17,279

営業利益 595 163 18 778 ( 578) 200

  
紙製品 
関連事業 
(百万円) 

事務機器
関連事業 
(百万円) 

その他事業
(百万円) 

計
(百万円) 

消去又は 
全社 
(百万円) 

連結 
(百万円) 

Ⅰ 売上高     

(1) 外部顧客に対する 
  売上高 

11,075 6,898 42 18,017 (  ―) 18,017

(2) セグメント間の 
  内部売上高又は振替高 

11 42 808 862 ( 862) ―

計 11,086 6,941 851 18,879 ( 862) 18,017

営業費用 10,577 6,495 834 17,907 ( 231) 17,675

営業利益 508 445 17 972 ( 630) 342

  
紙製品 
関連事業 
(百万円) 

事務機器
関連事業 
(百万円) 

その他事業
(百万円) 

計
(百万円) 

消去又は 
全社 
(百万円) 

連結 
(百万円) 

Ⅰ 売上高     

(1) 外部顧客に対する 
  売上高 

26,723 13,011 95 39,829 ― 39,829

(2) セグメント間の 
  内部売上高又は振替高 

19 176 1,717 1,913 (1,913) ―

計 26,743 13,187 1,812 41,743 (1,913) 39,829

営業費用 24,723 12,558 1,784 39,066 ( 726) 38,339

営業利益 2,019 629 27 2,676 (1,186) 1,490

(1) 紙製品関連事業…… 図書製本・手帳・アルバム等日用紙製品の製造販売 

(2) 事務機器関連事業… ＯＡデスク・レターケース等鋼製事務機・コンピュータ用品・オフィス家具等の

製造販売 

(3) その他事業………… 貨物自動車運送事業・同取扱事業 



３ 営業費用のうち「消去又は全社」に含めた配賦不能営業費用の金額及び主な内容は以下のとおりであります。 

  

【所在地別セグメント情報】 

前中間連結会計期間(自平成16年４月１日 至平成16年９月30日)、当中間連結会計期間(自平成17年４月１日 至

平成17年９月30日)及び前連結会計年度(自平成16年４月１日 至平成17年３月31日) 

  

在外連結子会社等がないため、記載を省略しております。 

  

【海外売上高】 

前中間連結会計期間(自平成16年４月１日 至平成16年９月30日)、当中間連結会計期間(自平成17年４月１日 至

平成17年９月30日)及び前連結会計年度(自平成16年４月１日 至平成17年３月31日) 

  

海外売上高は、いずれも連結売上高の10％未満のため、記載を省略しております。 

  

(１株当たり情報) 

  

(注)１株当たり中間（当期）純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

  
前中間連結
会計期間 
(百万円) 

当中間連結
会計期間 
(百万円) 

前連結
会計年度 
(百万円) 

主な内容 

消去又は全社の項目に含め 
た配賦不能営業費用の金額 

578 630 1,186
当社本社の総務、経理部
門等管理部門に係る費用 

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

１株当たり純資産額 323円17銭 １株当たり純資産額 341円69銭 １株当たり純資産額 334円19銭

１株当たり中間純利益 24円00銭 １株当たり中間純利益 1円92銭 １株当たり当期純利益 30円33銭

 潜在株式調整後１株当たり中間純

利益金額については、潜在株式が存

在しないため記載しておりません。 

 潜在株式調整後１株当たり中間純

利益金額については、潜在株式が存

在しないため記載しておりません。 

 潜在株式調整後１株当たり当期純

利益金額については、潜在株式が存

在しないため記載しておりません。 

  
前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日)

中間(当期)純利益 
(百万円) 

1,456 114 1,850

普通株主に帰属しない金
額(百万円) 

─ ― 20

(うち利益処分による役
員賞与金(百万円)) 

─ ― 20

普通株式に係る中間(当
期)純利益(百万円) 

1,456 114 1,830

普通株式の期中平均株式
数(千株) 

60,699 59,679 60,341



(重要な後発事象) 

  

  

(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

――――――― 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

（子会社株式取得）
 当社は、平成17年11月15日に株式 
譲渡契約を行い、同日付で株式会社 
ミヨシ及びリーマン株式会社の株式
を取得し、子会社といたしました。 
(1)取得の目的 
  営業力の強化、効率化が図ら
れ、販売品目の拡充、生産設備
の有効活用などにより、事業規
模の拡大と収益力の向上が見込
めるため、子会社といたしまし
た。 

(2)株式取得の相手会社の名称 
 ①株式会社ミヨシについては松本 
敏明他個人５名 
②リーマン株式会社についてはＳ
ＢＩ・ＬＢＯ・ファンド１号、
企業再生ファンド一号投資事業
有限責任組合及びブイアール企
業再生ファンド投資事業有限責
任組合 

(3)買収する会社の名称、事業内
容、規模 

  ①会社の名称  株式会社ミヨシ 
  事業内容  ＰＣ周辺機器の製

造販売 
   規 模 
       発行済株式数 20,000株 
    資本金    10百万円 
    売上高    1,079百万円    

（平成17年３月期） 
  ②会社の名称 リーマン株式会社 

事業内容   チャイルドシート 
など自動車関連商
品の製造販売 

規 模 
発行済株式数  7,848株 

    資本金    200百万円 
    売上高    1,612百万円    

（平成17年３月期） 
(4)株式取得の時期 
   平成17年11月15日 
(5)取得する株式の数、取得価額及
び取得後の持分比率 

 ①株式会社ミヨシ 
  取得する株式の数 20,000株 
  取得価額         132百万円 
  取得後の持分比率   100.0％ 
②リーマン株式会社 
  取得する株式の数  7,848株 
    取得価額         480百万円 

  取得後の持分比率   100.0％ 

―――――― 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  



２ 【中間財務諸表等】 

(1) 【中間財務諸表】 

① 【中間貸借対照表】 

  

    
前中間会計期間末 

(平成16年９月30日) 

当中間会計期間末 

(平成17年９月30日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成17年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(資産の部)           

Ⅰ 流動資産           

１ 現金及び預金     4,694 3,238   4,614 

２ 受取手形     3,455 3,183   4,505 

３ 売掛金     4,480 4,392   5,764 

４ 有価証券     513 508   17 

５ 製品商品     3,559 3,401   3,148 

６ 原材料     968 1,075   941 

７ 仕掛品     778 803   453 

８ 短期貸付金     39 34   34 

９ 繰延税金資産     2,231 833   954 

10 その他の 
  流動資産 

    423 69   79 

11 貸倒引当金     △28 △34   △39 

流動資産合計     21,115 44.0 17,507 38.5   20,474 42.7

Ⅱ 固定資産           

１ 有形固定資産 ※１         

(1) 建物 ※２   5,894 5,570   5,725 

(2) 機械及び装置     2,946 2,767   2,827 

(3) 土地 ※２   8,931 8,993   8,931 

(4) 建設仮勘定     50 166   130 

(5) その他の 
  有形固定資産 

    476 420   469 

有形固定資産計     18,298 (38.1) 17,918 (39.4)   18,083 (37.7)

２ 無形固定資産     63 (0.1) 56 (0.1)   56 (0.1)

３ 投資その他の 
  資産 

          

(1) 投資有価証券 ※２   7,519 8,843   7,857 

(2) 長期貸付金     1,037 623   827 

(3) 繰延税金資産     ― ―   278 

(4) その他の投資     347 969   799 

(5) 貸倒引当金     △363 △408   △381 

投資その他の 
資産計 

    8,540 (17.8) 10,028 (22.0)   9,381 (19.5)

固定資産合計     26,903 56.0 28,004 61.5   27,522 57.3

Ⅲ 繰延資産           

１ 社債発行費     7 2   5 

繰延資産合計     7 0.0 2   5 

資産合計     48,026 100.0 45,514 100.0   48,001 100.0

            



  

  

    
前中間会計期間末 

(平成16年９月30日) 

当中間会計期間末 

(平成17年９月30日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成17年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(負債の部)           

Ⅰ 流動負債           

１ 支払手形     4,846 5,047   5,967 

２ 買掛金     1,680 1,693   2,148 

３ 短期借入金     2,320 2,790   2,946 

４ 一年内償還社債     1,000 ―   ― 

５ 未払法人税等     34 36   76 

６ 賞与引当金     337 448   365 

７ 設備関係 
  支払手形 

    212 257   141 

８ その他の 
  流動負債 

    1,362 1,477   1,819 

流動負債合計     11,794 24.5 11,751 25.8   13,464 28.1

Ⅱ 固定負債           

１ 社債     6,000 6,000   6,000 

２ 長期借入金 ※２   7,172 4,582   5,475 

３ 退職給付引当金     1,970 2,045   2,034 

４ その他の 
  固定負債 

    597 75   37 

固定負債合計     15,740 32.8 12,702 27.9   13,546 28.2

負債合計     27,534 57.3 24,454 53.7   27,010 56.3

            

(資本の部)           

Ⅰ 資本金     6,666 13.9 6,666 14.7   6,666 13.9

Ⅱ 資本剰余金           

資本準備金     8,740 8,740   8,740 

その他資本剰余
金 

    0 0   0 

資本剰余金合計     8,740 18.2 8,740 19.2   8,740 18.2

Ⅲ 利益剰余金           

１ 利益準備金     1,177 1,177   1,177 

２ 任意積立金     3,023 3,098   3,023 

３ 中間(当期) 
  未処分利益 

    249 291   577 

利益剰余金合計     4,450 9.3 4,566 10.0   4,778 10.0

Ⅳ その他有価証券 
  評価差額金 

    864 1.8 1,676 3.7   1,117 2.3

Ⅴ 自己株式     △229 △0.5 △589 △1.3   △311 △0.7

資本合計     20,492 42.7 21,059 46.3   20,991 43.7

負債資本合計     48,026 100.0 45,514 100.0   48,001 100.0

            



② 【中間損益計算書】 

  

  

    
前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度の 
要約損益計算書 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 
百分比
(％) 

金額(百万円)
百分比
(％) 

金額(百万円) 
百分比
(％) 

Ⅰ 売上高     14,956 100.0 15,700 100.0   34,921 100.0

Ⅱ 売上原価     11,178 74.7 11,566 73.7   26,186 75.0

売上総利益     3,778 25.3 4,133 26.3   8,734 25.0

Ⅲ 販売費及び 
  一般管理費 

    3,664 24.5 3,858 24.6   7,526 21.5

営業利益     113 0.8 275 1.7   1,207 3.5

Ⅳ 営業外収益 ※１   457 3.0 538 3.4   854 2.4

Ⅴ 営業外費用 ※２   387 2.6 383 2.4   807 2.3

経常利益     183 1.2 430 2.7   1,254 3.6

Ⅵ 特別利益 ※３   106 0.7 8 0.1   71 0.2

Ⅶ 特別損失 
※４. 
５ 

  184 1.2 330 2.1   615 1.8

税引前中間 
(当期)純利益 

    105 0.7 109 0.7   710 2.0

法人税、住民税 
及び事業税 

  23   15 47   

法人税等調整額   46 70 0.5 46 61 0.4 299 346 1.0

中間(当期) 
純利益 

    35 0.2 47 0.3   363 1.0

前期繰越利益     214 243   214 

中間(当期) 
未処分利益 

    249 291   577 

            



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

  

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

１ 資産の評価基準及び評価方法 

 (1) 有価証券 

  ① 子会社及び関連会社株式 

    移動平均法による原価法 

１ 資産の評価基準及び評価方法 

 (1) 有価証券 

  ① 子会社及び関連会社株式 

    左に同じ 

１ 資産の評価基準及び評価方法 

 (1) 有価証券 

  ① 子会社及び関連会社株式 

    左に同じ 

  ② その他有価証券 

    時価のあるもの 

中間決算日の市場価格等

に基づく時価法(評価差

額は全部資本直入法によ

り処理し、売却原価は移

動平均法により算出して

おります。) 

  ② その他有価証券 

    左に同じ 

  ② その他有価証券 

    時価のあるもの 

期末日の市場価格等に基

づく時価法(評価差額は

全部資本直入法により処

理し、売却原価は移動平

均法により算出しており

ます。) 

    時価のないもの 

移動平均法による原価法 

      時価のないもの 

移動平均法による原価法 

      

 (2) デリバティブ 

   時価法 

 (2) デリバティブ 

   左に同じ 

 (2) デリバティブ 

   左に同じ 

      

 (3) たな卸資産 

   先入先出法による原価法  

 (3) たな卸資産 

   左に同じ 

 (3) たな卸資産 

   左に同じ 

２ 固定資産の減価償却の方法 

 (1) 有形固定資産 

   定率法を採用しております。

ただし、平成10年４月１日以降

取得した建物(附属設備を除く)

については、定額法によってお

ります。 

   なお、主な耐用年数は以下の

通りであります。 

   なお、取得金額が10万円以上

20万円未満の少額減価償却資産

については、３年間で均等償却

する方法によっております。 

建物及び構築物 ７年～50年

機械装置 ４年～17年

２ 固定資産の減価償却の方法 

 (1) 有形固定資産  

   左に同じ 

２ 固定資産の減価償却の方法 

 (1) 有形固定資産 

   左に同じ 

      

 (2) 無形固定資産 

   定額法を採用しております。 

   ただし、市場販売目的のソフ

トウェアは販売可能な見込有効

期間(３年以内)に基づく定額

法、自社利用のソフトウェアに

ついては、社内における利用可

能期間(５年)に基づく定額法を

採用しております。 

 (2) 無形固定資産 

   左に同じ 

 (2) 無形固定資産 

   左に同じ 



  
前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

３ 引当金の計上基準 

 (1) 貸倒引当金 

   債権の貸倒れによる損失に備

えるため、一般債権については

貸倒実績率により、貸倒懸念債

権等の特定の債権については個

別に回収可能性を勘案し、回収

不能見込額を計上しておりま

す。 

３ 引当金の計上基準 

 (1) 貸倒引当金 

   左に同じ 

３ 引当金の計上基準 

 (1) 貸倒引当金 

   左に同じ 

      

 (2) 賞与引当金 

   従業員に対して支給する賞与

の支出に充てるため、支給見込

額に基づき計上しております。 

 (2) 賞与引当金 

   左に同じ 

 (2) 賞与引当金 

   左に同じ 

      

 (3) 退職給付引当金 

   従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職

給付債務及び年金資産の見込額

に基づき、当中間会計期間末に

おいて発生していると認められ

る額を計上しております。 

   なお、会計基準変更時差異

(1,722百万円)については15年

による按分額を費用処理してお

ります。 

   数理計算上の差異は、その発

生時の従業員の平均残存勤務期

間以内の一定の年数12年による

定額法により翌事業年度から費

用処理することとしておりま

す。 

   過去勤務債務は、その発生時

の従業員の平均残存勤務期間以

内の一定の年数５年による定額

法により費用処理しておりま

す。 

 (3) 退職給付引当金 

   従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職

給付債務及び年金資産の見込額

に基づき、当中間会計期間末に

おいて発生していると認められ

る額を計上しております。 

   なお、会計基準変更時差異

(1,722百万円)については15年

による按分額を費用処理してお

ります。 

   数理計算上の差異は、その発

生時の従業員の平均残存勤務期

間以内の一定の年数10年による

定額法により翌事業年度から費

用処理することとしておりま

す。 

   過去勤務債務は、その発生時

の従業員の平均残存勤務期間以

内の一定の年数５年による定額

法により費用処理しておりま

す。 

 (3) 退職給付引当金 

   従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職

給付債務及び年金資産の見込額

に基づき、計上しております。 

   なお、会計基準変更時差異

(1,722百万円)については15年

による按分額を費用処理してお

ります。 

   数理計算上の差異は、その発

生時の従業員の平均残存勤務期

間以内の一定の年数10年による

定額法により翌事業年度から費

用処理することとしておりま

す。 

   過去勤務債務は、その発生時

の従業員の平均残存勤務期間以

内の一定の年数５年による定額

法により費用処理しておりま

す。 

４ リース取引の処理方法 

  リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっておりま

す。 

４ リース取引の処理方法 

  左に同じ 

４ リース取引の処理方法 

  左に同じ 



  

  

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

５ ヘッジ会計の方法 

 (1) ヘッジ会計の方法 

   繰延ヘッジ処理によっており

ます。 

   ただし、先物為替予約等が付

されている外貨建金銭債権債務

については、振当処理を採用し

ております。 

   また、ヘッジ会計の特例処理

の要件を満たす金利スワップ取

引については特例処理を採用し

ております。 

５ ヘッジ会計の方法 

 (1) ヘッジ会計の方法 

  左に同じ 

５ ヘッジ会計の方法 

 (1) ヘッジ会計の方法 

  左に同じ 

      

 (2) ヘッジ手段とヘッジ対象 

ａ ヘッジ手段… 為替予約 

ヘッジ対象… 製品輸出によ

る外貨建売上

債権並びに原

材料・製品輸

入による外貨

建買入債務及

び外貨建予定

取引 

 (2) ヘッジ手段とヘッジ対象 

   左に同じ 

 (2) ヘッジ手段とヘッジ対象 

   左に同じ 

ｂ ヘッジ手段… 金利スワップ

ヘッジ対象… 借入金 

    

      

 (3) ヘッジ方針 

   外貨建金銭債権債務の為替変

動リスクをヘッジするために先

物為替予約取引を、資金の調達

にかかる金利変動リスクをヘッ

ジするために金利スワップ取引

を、実需の範囲内で利用してお

ります。 

 (3) ヘッジ方針 

   左に同じ 

 (3) ヘッジ方針 

   左に同じ 

      

 (4) ヘッジの有効性評価の方法 

   振当処理の要件を満たしてい

る為替予約及び特例処理の要件

を満たしている金利スワップに

ついては、有効性の判定を省略

しております。 

 (4) ヘッジの有効性評価の方法 

   左に同じ 

 (4) ヘッジの有効性評価の方法 

   左に同じ 

６ その他中間財務諸表作成のため

の重要な事項 

  消費税等の会計処理 

  消費税等の会計処理は税抜方式

によっています。売上等に係る仮

受消費税等と仕入等に係る仮払消

費税等は相殺し、その差額は流動

負債の「その他の流動負債」に含

めて表示しております。 

６ その他中間財務諸表作成のため

の重要な事項 

  消費税等の会計処理 

   左に同じ 

６ その他財務諸表作成のための重

要な事項 

  消費税等の会計処理 

  消費税等の会計処理は税抜方式

によっております。 



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

  

注記事項 

(中間貸借対照表関係) 

  

  

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

  

――――― 

（固定資産の減損に係る会計基準） 

 当中間会計期間から「固定資産の

減損に係る会計基準」（「固定資産

の減損に係る会計基準の設定に関す

る意見書」（企業会計審議会 平成

14年８月９日））及び「固定資産の

減損に係る会計基準の適用指針」

（企業会計基準委員会 平成15年10

月31日 企業会計基準適用指針第６

号）を適用しております。 

 これにより税引前中間純利益が６

５百万円減少しております。 

 なお、減損損失累計額について

は、改正後の中間財務諸表等規則に

基づき当該各資産の金額から直接控

除しております。 

  

――――― 

前中間会計期間末 
(平成16年9月30日) 

当中間会計期間末
(平成17年9月30日) 

前事業年度末 
(平成17年3月31日) 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額 

29,442百万円 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額 

29,080百万円 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額 

29,464百万円 

※２ 担保資産 ※２ 担保資産 ※２ 担保資産 

  (1) 担保に供している資産 

  (2) 担保付債務 

建物 561百万円

土地 823百万円

投資有価証券 1,766百万円

合計 3,151百万円

長期借入金 1,772百万円

(１年内返済分を含む) 

短期借入金 ―百万円

  1,772百万円

  (1) 担保に供している資産 

  (2) 担保付債務 

建物 527百万円

土地 823百万円

投資有価証券 2,612百万円

合計 3,964百万円

長期借入金 1,450百万円

(１年内返済分を含む) 

短期借入金 ―百万円

  1,450百万円

  (1) 担保に供している資産 

  (2) 担保付債務 

建物 543百万円

土地 823百万円

投資有価証券 1,996百万円

合計 3,363百万円

長期借入金 1,586百万円

(１年内返済分を含む) 

短期借入金 ―百万円

  1,586百万円

 ３ 保証債務 

  (1) 金融機関からの借入金に対

する保証債務 

従業員 13百万円

 ３ 保証債務 

  (1) 金融機関からの借入金に対

する保証債務 

従業員 10百万円

 ３ 保証債務 

  (1) 金融機関からの借入金に対

する保証債務 

従業員 13百万円

  (2) ―――――   (2) 連結子会社であるロアス㈱

の銀行借入債務について、５

億円を限度として保証してお

ります。 

  (2) 連結子会社であるロアス㈱

の銀行借入債務について、５

億円を限度として保証してお

ります。 



(中間損益計算書関係) 

  

  

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

※１ 営業外収益の主要項目 

受取利息 ５百万円

受取賃貸料 317百万円

※１ 営業外収益の主要項目 

受取利息 4百万円

受取賃貸料 331百万円

※１ 営業外収益の主要項目 

受取利息 10百万円

受取賃貸料 640百万円

※２ 営業外費用の主要項目 

支払利息 66百万円

社債利息 46百万円

貸与資産諸費用 256百万円

※２ 営業外費用の主要項目 

支払利息 53百万円

社債利息 43百万円

貸与資産諸費用 246百万円

※２ 営業外費用の主要項目 

支払利息 124百万円

社債利息 93百万円

貸与資産諸費用 516百万円

※３ 特別利益の主要項目 

貸倒引当金戻入
益 

98百万円

※３ 特別利益の主要項目 

子会社整理益 5百万円

※３ 特別利益の主要項目 

投資有価証券 
売却益 

59百万円

※４ 特別損失の主要項目 

  

  

  

  

※５  ――――― 

  

  

  

棚卸資産処分損 165百万円

※４ 特別損失の主要項目 

※５ 減損損失 
 当社は当中間会計期間において、
以下の資産または資産グループにつ
いて減損損失を計上いたしました。 

 当社は原則として、管理会計上の
区分であるカンパニー単位ごとにグ
ルーピングしております。また、遊
休資産及び貸与資産については、上
記グループから区別したうえで個別
物件ごとにグルーピングしておりま
す。 
 収益性が低下している海外カンパ
ニーの事業用資産と使用見込みがな
くなった遊休資産について、帳簿価
額を回収可能価額まで減額し、当該
減少額を減損損失として特別損失に
計上しております。 
 なお、当資産グループの回収可能
価額は正味売却価額により測定して
おり、ゼロ評価としております。 

棚卸資産処分損 125百万円

固定資産処分損  76百万円

貸倒引当金繰入
額 

28百万円

役員退職金 33百万円

場所 用途 種類 金額

東京都 
  
  
大阪府 
他 

事業用資
産 
  
遊休資産

リース資
産 
機械他 
建設仮勘
定 
投資工具 
器具備品 

4百万円
 

3百万円
50百万円

 
7百万円

 

※４ 特別損失の主要項目 

  

  

  

  

※５  ――――― 

  

  

  

  

  

  

棚卸資産処分損 276百万円

 ６ 減価償却実施額 

有形固定資産 546百万円

無形固定資産 10百万円

 ６ 減価償却実施額 

有形固定資産 519百万円

無形固定資産 7百万円

 ６ 減価償却実施額 

有形固定資産 1,115百万円

無形固定資産 18百万円



(リース取引関係) 

  

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引 

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引 

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引 

１ リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額 

１ リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額、減損損

失累計額相当額及び中間期末残

高相当額 

１ リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び期末

残高相当額  

  

  
取得価額 
相当額 
(百万円) 

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円) 

中間期末
残高 
相当額 
(百万円)

機械及び 
装置 387 99 287

工具、 
器具及び 
備品 

1,004 616 388

無形固定
資産 65 12 53

合計 1,458 728 729

  

  
取得価額

相当額 
(百万円)

減価償却

累計額 
相当額 
(百万円)

減損損失

累計額 
相当額 
(百万円)

中間期末

残高 
相当額 
(百万円)

機械及び 
装置 387 138 ― 248

工具、 
器具及び 
備品 

791 487 ― 304

無形固定 
資産 140 40 4 95

合計 1,320 666 4 648

  

取得価額
相当額 
(百万円)

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円) 

期末 
残高 
相当額 
(百万円) 

機械及び
装置 387 119 268 

工具、
器具及 
び備品 

1,040 713 326 

無形固定
資産 114 22 91 

合計 1,542 855 686 

(注) 取得価額相当額は、未経過リ

ース料中間期末残高が有形固定

資産の中間期末残高等に占める

割合が低いため、支払利子込み

法により算定しております。 

(注) 左に同じ (注) 取得価額相当額は、未経過リ

ース料期末残高が有形固定資産

の期末残高等に占める割合が低

いため、支払利子込み法により

算定しております。 

２ 未経過リース料中間期末残高相

当額 

１年内 227百万円

１年超 501百万円

合計 729百万円

２ 未経過リース料中間期末残高相

当額及びリース資産減損勘定中

間期末残高 

未経過リース料中間期末残高相当額 

リース資産減損勘定中間期末残高 

3百万円 

１年内 206百万円

１年超 446百万円

合計 652百万円

２ 未経過リース料期末残高相当額 

  

１年内 214百万円

１年超 472百万円

合計 686百万円

(注) 未経過リース料中間期末残高

相当額は、未経過リース料中間

期末残高が有形固定資産の中間

期末残高等に占める割合が低い

ため、支払利子込み法により算

定しております。 

(注) 左に同じ (注) 未経過リース料期末残高相当

額は、未経過リース料期末残高

が有形固定資産の期末残高等に

占める割合が低いため、支払利

子込み法により算定しておりま

す。 

３ 支払リース料及び減価償却費相

当額 

(1) 支払リース料 143百万円

(2) 減価償却費 

  相当額 
143百万円

３ 支払リース料、リース資産減損

勘定の取崩額、減価償却費相当

額及び減損損失 

(1) 支払リース料 125百万円

(2) リース資産 

  減損勘定の 

  取崩額 

0百万円

(3) 減価償却費 

  相当額 
125百万円

(4) 減損損失 4百万円

３ 支払リース料及び減価償却費相

当額 

(1) 支払リース料 270百万円

(2) 減価償却費 

  相当額 
270百万円

４ 減価償却費相当額の算定方法 

  リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法によっ

ております。 

４ 減価償却費相当額の算定方法 

  左に同じ 

４ 減価償却費相当額の算定方法 

  左に同じ 



(有価証券関係) 

前中間会計期間、当中間会計期間及び前事業年度のいずれにおいても子会社株式及び関連会社株式で時価のあ

るものはありません。 
  

(１株当たり情報) 

中間連結財務諸表を作成しているため、記載を省略しております。 
  

(重要な後発事象) 

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

――――――― （子会社株式取得） 
 当社は、平成17年11月15日に株式
譲渡契約を行い、同日付で株式会社
ミヨシ及びリーマン株式会社の株式
を取得し、子会社といたしました。 
(1)取得の目的 
  営業力の強化、効率化が図ら
れ、販売品目の拡充、生産設備
の有効活用などにより、事業規
模の拡大と収益力の向上が見込
めるため、子会社といたしまし
た。 

(2)株式取得の相手会社の名称 
 ①株式会社ミヨシについては松本
敏明他個人５名 

 ②リーマン株式会社についてはＳ
ＢＩ・ＬＢＯ・ファンド１号、
企業再生ファンド一号投資事業
有限責任組合及びブイアール企
業再生ファンド投資事業有限責
任組合 

(3)買収する会社の名称、事業内
容、規模 

 ①会社の名称 株式会社ミヨシ 
  事業内容  ＰＣ周辺機器の製

造販売 
  規 模 
    発行済株式数 20,000株 
    資本金    10百万円 
    売上高   1,079百万円 

（平成17年３月期） 
 ②会社の名称 リーマン株式会社 
  事業内容  チャイルドシート

など自動車関連商
品の製造販売 

  規 模 
    発行済株式数  7,848株 
    資本金    200百万円 
    売上高   1,612百万円 

（平成17年３月期） 
(4)株式取得の時期 
  平成17年11月15日 
(5)取得する株式の数、取得価額及
び取得後の持分比率 

 ①株式会社ミヨシ 
  取得する株式の数 20,000株 
  取得価額     132百万円 
  取得後の持分比率  100.0％ 
 ②リーマン株式会社 
  取得する株式の数  7,848株 
  取得価額     480百万円 
  取得後の持分比率  100.0％ 

―――――― 



(2) 【その他】 

  第５６期(平成17年４月１日から平成18年３月31日まで)中間配当については、平成17年11月18日開催の取締役

会において、平成17年９月30日の最終の株主名簿及び実質株主名簿に記載又は記録された株主に対し、次のとお

り中間配当を行うことを決議いたしました。 

① 中間配当金の総額                  177百万円 

② １株当たり中間配当金                 ３円 

③ 支払請求権の効力発生日ならびに支払開始日 平成17年12月13日 

  

  

  



第６ 【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

  

  

  

(1) 
  

有価証券報告書 
及びその添付書類 

事業年度 
(第55期) 

自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日 

  
平成17年６月30日 
関東財務局長に提出。 

  
(2) 

  
自己株券買付状況 
報告書 

  
平成17年４月８日、平成17年５月12日、平成17年６月８日、平成17
年７月13日、平成17年９月９日、平成17年10月13日、平成17年11月
10日及び平成17年12月８日、関東財務局長に提出。 



第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。 

  



独立監査人の中間監査報告書 

  

平成16年12月17日

ナカバヤシ株式会社 

取締役会 御中 

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているナカバ

ヤシ株式会社の平成16年４月１日から平成17年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間(平成16年４月１日から

平成16年９月30日まで)に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結剰余

金計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営

者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の

表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に

応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見

表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基

準に準拠して、ナカバヤシ株式会社及び連結子会社の平成16年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中

間連結会計期間(平成16年４月１日から平成16年９月30日まで)の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用

な情報を表示しているものと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

  

新日本監査法人 

指定社員 
業務執行社員

  公認会計士  西  脇  恭  一  ㊞ 

指定社員 
業務執行社員

 公認会計士  西  原  健  二  ㊞ 

  
※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保管

しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

  

平成17年12月19日

ナカバヤシ株式会社 

取締役会 御中 

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているナカバ

ヤシ株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間(平成17年４月１日から

平成17年９月30日まで)に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結剰余

金計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営

者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の

表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に

応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見

表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基

準に準拠して、ナカバヤシ株式会社及び連結子会社の平成17年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中

間連結会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用

な情報を表示しているものと認める。 

追記情報 

１．中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載のとおり、会社は当中間連結会計期間より固

定資産の減損に係る会計基準を適用して中間連結財務諸表を作成している。 

２．重要な後発事象に記載のとおり、会社は平成17年11月15日に行った株式の取得により株式会社ミヨシ及びリーマ

ン株式会社を子会社としている。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

  

新日本監査法人 

指定社員 
業務執行社員

  公認会計士  西  脇  恭  一  ㊞ 

指定社員 
業務執行社員

 公認会計士  西  原  健  二  ㊞ 

  
※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保管

しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

  

平成16年12月17日

ナカバヤシ株式会社 

取締役会 御中 

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているナカバ

ヤシ株式会社の平成16年４月１日から平成17年３月31日までの第５５期事業年度の中間会計期間(平成16年４月１日から

平成16年９月30日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書について中間監査を行っ

た。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表

明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がな

いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追

加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための

合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠

して、ナカバヤシ株式会社の平成16年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間(平成16年４月１

日から平成16年９月30日まで)の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

  

  

新日本監査法人 

指定社員 
業務執行社員

 公認会計士  西  脇  恭  一  ㊞ 

指定社員 
業務執行社員

 公認会計士  西  原  健  二  ㊞ 

  
※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保管

しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

  

平成17年12月19日

ナカバヤシ株式会社 

取締役会 御中 

  

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているナカバ

ヤシ株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの第５６期事業年度の中間会計期間(平成17年４月１日から

平成17年９月30日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書について中間監査を行っ

た。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表

明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がな

いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追

加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための

合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠

して、ナカバヤシ株式会社の平成17年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間(平成17年４月１

日から平成17年９月30日まで)の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

追記情報 

１．中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載のとおり、会社は当中間会計期間より固定資産の

減損に係る会計基準を適用して中間財務諸表を作成している。 

２．重要な後発事象に記載のとおり、会社は平成17年11月15日に行った株式の取得により株式会社ミヨシ及びリーマ

ン株式会社を子会社としている。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

  

  

新日本監査法人 

指定社員 
業務執行社員

 公認会計士  西  脇  恭  一  ㊞ 

指定社員 
業務執行社員

 公認会計士  西  原  健  二  ㊞ 

  
※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保管

しております。 
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